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（百万円未満切捨て）

（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年９月期 3,230 － 1,242 － 1,243 － 862 －

2021年９月期 － － － － － － － －

（注）包括利益 2022年９月期 862百万円 （－％） 2021年９月期 －百万円（－％）

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2022年９月期 257.38 － 15.2 17.4 38.4

2021年９月期 － － － － －

（参考）持分法投資損益 2022年９月期 －百万円 2021年９月期 －百万円

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2022年９月期 7,132 5,656 79.3 1,688.74

2021年９月期 － － － －

（参考）自己資本 2022年９月期 5,656百万円 2021年９月期 －百万円

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

2022年９月期 1,176 △73 △301 3,260

2021年９月期 － － － －

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
（連結）

純資産配当率
（連結）第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2021年９月期 － 40.00 － 45.00 85.00 284 － －

2022年９月期 － 45.00 － 45.00 90.00 301 35.0 5.3

2023年９月期（予想） － 45.00 － 45.00 90.00 34.7

１．2022年９月期の連結業績（2021年10月１日～2022年９月30日）

（注）当連結会計年度は連結財務諸表の作成初年度であり、また、連結子会社の取得日を2022年６月30日（みなし取得
日）としており、連結決算日との差異が３ヶ月を超えないことから、当連結会計年度においては貸借対照表のみを
連結しております。そのため、2021年９月期の数値及び対前年増減率については記載しておりません。また、自己
資本当期純利益率及び総資産経常利益率は、それぞれ期末自己資本及び期末総資産に基づいて計算しております。

（２）連結財政状態

（注）当連結会計年度は連結財務諸表の作成初年度であるため、2021年９月期の数値については記載しておりません。

（３）連結キャッシュ・フローの状況

（注）当連結会計年度は連結財務諸表の作成初年度であるため、2021年９月期の数値については記載しておりません。

２．配当の状況

（注）当連結会計年度は連結財務諸表の作成初年度であるため、2021年９月期の配当性向（連結）及び純資産配当率（連
結）については記載しておりません。また、純資産配当率（連結）は期末１株当たり純資産に基づいて計算してお
ります。
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（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期（累計） 1,800 － 750 － 750 － 500 － 149.27

通期 3,500 8.3 1,250 0.6 1,250 0.6 870 0.9 259.73

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2022年９月期 4,090,000株 2021年９月期 4,090,000株
②  期末自己株式数 2022年９月期 740,409株 2021年９月期 740,343株
③  期中平均株式数 2022年９月期 3,349,622株 2021年９月期 3,349,657株

（１）個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年９月期 3,230 2.6 1,266 3.2 1,267 3.3 879 1.2

2021年９月期 3,147 3.7 1,227 9.9 1,227 9.9 868 12.3

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

2022年９月期 262.54 －

2021年９月期 259.33 －

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2022年９月期 7,044 5,673 80.5 1,693.90

2021年９月期 6,421 5,088 79.2 1,519.26

（参考）自己資本 2022年９月期 5,673百万円 2021年９月期 5,088百万円

（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期（累計） 1,750 0.8 750 △4.9 500 △8.4 149.27

通期 3,350 3.7 1,250 △1.4 870 △1.1 259.73

３．2023年９月期の連結業績予想（2022年10月１日～2023年９月30日）

（注）対前期増減率は、前連結会計年度の実績に基づき算定しておりますが、前連結会計年度が連結初年度であり、ま
た、連結子会社の取得日を2022年６月30日（みなし取得日）とし、連結決算日との差異が３ヶ月を超えないことか
ら、前連結会計年度においては貸借対照表のみを連結しており、連結子会社の業績は含まれておりません。

※  注記事項
（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無

新規  －社  （社名）－、除外  －社  （社名）－
特定子会社の異動に該当しませんが、株式会社ダンクの株式を取得したことに伴い、当連結会計年度より同社を
連結の範囲に含めています。

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示
①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更：有
②  ①以外の会計方針の変更              ：無
③  会計上の見積りの変更                ：無
④  修正再表示                          ：無
（注）詳細は、添付資料Ｐ.10「３．連結財務諸表及び主な注記（５）連結財務諸表に関する注記事項（会計方針

の変更）」をご覧ください。

（３）発行済株式数（普通株式）

（参考）個別業績の概要
１．2022年９月期の個別業績（2021年10月１日～2022年９月30日）

（２）個別財政状態

２．2023年９月期の個別業績予想（2022年10月１日～2023年９月30日）

※  決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判
断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等
は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての
注意事項等については、添付資料Ｐ．３「１．経営成績等の概況（４）今後の見通し」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

当連結会計年度におけるわが国経済については、消費や生産は持ち直しておりますが、原材料価格の上昇や急激

な円安による物価高もあり下振れリスクが懸念されます。ただ当社グループの主要な販売先である金融機関におき

ましては前年と比べて業況は改善しており、当社グループとしては営業活動や開発を滞りなく進めております。

業況につきましては、「システム事業」は、「担保不動産評価管理システム」が大手金融機関や地方銀行中心に

受注は好調で売上高が大幅に増加したほか、「契約書作成支援システム」も信用金庫中心に売上が伸びています。

システム開発に係る「システムインテグレーション部門」とシステムのメンテナンスを行う「システムサポート部

門」の当連結会計年度の売上高と営業利益は前期並みとなっています。

「不動産賃貸事業」につきましても、賃貸収入と営業利益は前期並みとなっています。

2022年９月に大手メーカーのインフラ関連システムの開発を行っている株式会社ダンクの株式取得を完了いたし

ました。ダンク社が加わることにより、当社グループとしては人材確保と地域拠点の構築が進み、当社グループの

企業価値の向上に寄与するものと考えております。なお、2022年６月30日をみなし取得日として当連結会計年度よ

り連結決算に移行しており、当連結会計年度は連結初年度であるため、連結範囲に含めた子会社の業績は含まれて

おりません。

以上の結果、当連結会計年度の売上高は3,230,937千円、営業利益は1,242,018千円、経常利益は1,243,017千

円、親会社株主に帰属する当期純利益は862,115千円となりました。

セグメントの経営成績は、次の通りであります。

①システム事業

「システムインテグレーション部門」

主要なシステムである「担保不動産評価管理システム」は大手金融機関や地方銀行宛てに大幅増収となったほ

か、「契約書作成支援システム」は地方銀行や信用金庫中心に電子契約案件の受注が増加し増収となっていま

す。「財務分析・企業評価支援システム」も地方銀行中心に更改案件が増えています。「融資稟議支援システ

ム」は、信用金庫宛て売上高に根強く貢献しています。この結果、システムインテグレーション部門の売上高

は、1,979,747千円、セグメント内の売上高構成比は65.0％となりました。

「システムサポート部門」

メンテナンスの売上高は、例年の路線価データ納品やシステム導入が進み、システムサポート部門の売上高は

1,064,244千円、セグメント内の売上高構成比は35.0％となりました。

以上の結果、システム事業の売上高は3,043,991千円、セグメント利益は1,164,422千円となりました。

②不動産賃貸事業

不動産賃貸事業は、賃貸マンション３棟、立体駐車場１棟、賃貸オフィス１棟及び賃貸店舗２件の計７物件あ

り、当連結会計年度の売上高は、賃貸収入186,945千円、セグメント利益は77,596千円となりました。

（２）当期の財政状態の概況

（資産）

当連結会計年度末における流動資産は3,994,618千円となりました。主な内訳は、現金及び預金3,260,623千

円、売掛金461,224千円であります。また、固定資産は3,138,069千円となりました。主な内訳は、有形固定資産

2,683,366千円、無形固定資産115,419千円、投資その他の資産339,283千円であります。以上により、資産合計

は7,132,688千円となりました。

（負債）

当連結会計年度末における流動負債は1,043,408千円となりました。主な内訳は、契約負債424,700千円、未払

法人税等217,805千円であります。また、固定負債は432,701千円となりました。主な内訳は、役員退職慰労引当

金303,033千円であります。以上により、負債合計は1,476,110千円となりました。

（純資産）

当連結会計年度末における純資産合計は5,656,578千円となりました。
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（３）当期のキャッシュ・フローの概況

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、当連結会計年度末には3,260,623千

円となりました。当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は1,176,088千円となりました。これは主に税金等調整前当期純利益1,243,017千

円、売上債権及び契約資産の減少による資金の増加244,836千円、法人税等の支払額394,799千円によるものであり

ます。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は73,015千円となりました。これは主に有形固定資産の取得による支出16,933千

円、子会社株式の取得による支出41,872千円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は301,826千円となりました。これは主に配当金の支払によるものであります。

（４）今後の見通し

原材料価格の高騰や急激な円安により経済への影響が懸念され、消費や生産が低迷することも予想されます。し

かしながら主要な販売先である金融機関の業況は比較的安定して推移すると考えられます。

このような状況の中、当社グループといたしましては、主要顧客である金融機関の様々なニーズを捉えて、きめ

細かな対応をして受注獲得につなげたいと考えています。また、ダンク社との連携が業績に寄与するように進めて

いきます。

2023年９月期におきましては、売上高3,500,000千円（前年同期比8.3％増）、営業利益1,250,000千円（同0.6％

増）、経常利益1,250,000千円（同0.6％増）、親会社株主に帰属する当期純利益870,000千円（同0.9％増）と予想

しております。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、国際的な事業展開や資金調達を行っておりませんので、日本基準に基づき財務諸表を作成してお

ります。
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（単位：千円）

当連結会計年度
（2022年９月30日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,260,623

売掛金 461,224

契約資産 226,112

仕掛品 30,480

前払費用 13,479

未収収益 2,696

流動資産合計 3,994,618

固定資産

有形固定資産

建物 1,389,065

減価償却累計額 △383,863

建物（純額） 1,005,201

構築物 4,205

減価償却累計額 △3,724

構築物（純額） 481

機械及び装置 75,054

減価償却累計額 △75,054

機械及び装置（純額） 0

工具、器具及び備品 80,784

減価償却累計額 △68,988

工具、器具及び備品（純額） 11,795

土地 1,665,888

有形固定資産合計 2,683,366

無形固定資産

のれん 92,810

電話加入権 1,116

ソフトウエア 21,492

無形固定資産合計 115,419

投資その他の資産

関係会社株式 10,000

繰延税金資産 168,310

会員権 12,650

差入保証金 111,950

その他 36,372

投資その他の資産合計 339,283

固定資産合計 3,138,069

資産合計 7,132,688

３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表
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（単位：千円）

当連結会計年度
（2022年９月30日）

負債の部

流動負債

買掛金 101,323

短期借入金 20,000

１年内返済予定の長期借入金 14,172

未払金 100,386

未払消費税等 53,091

未払法人税等 217,805

預り金 9,727

契約負債 424,700

賞与引当金 97,918

製品保証引当金 2,538

その他 1,745

流動負債合計 1,043,408

固定負債

長期借入金 44,057

役員退職慰労引当金 303,033

長期預り保証金 66,361

資産除去債務 19,250

固定負債合計 432,701

負債合計 1,476,110

純資産の部

株主資本

資本金 326,625

資本剰余金

資本準備金 365,175

資本剰余金合計 365,175

利益剰余金

利益準備金 1,816

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 5,727,781

利益剰余金合計 5,729,597

自己株式 △764,819

株主資本合計 5,656,578

純資産合計 5,656,578

負債純資産合計 7,132,688
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（単位：千円）

当連結会計年度
（自　2021年10月１日

至　2022年９月30日）

売上高 3,230,937

売上原価 1,210,118

売上総利益 2,020,819

販売費及び一般管理費

役員報酬 131,464

給料及び手当 199,579

賞与引当金繰入額 57,396

福利厚生費 47,047

退職給付費用 6,932

役員退職慰労引当金繰入額 20,006

広告宣伝費 12,792

旅費及び交通費 11,068

消耗品費 5,408

支払手数料 73,258

研究開発費 38,230

賃借料 85,285

減価償却費 13,844

租税公課 32,222

その他 44,260

販売費及び一般管理費合計 778,800

営業利益 1,242,018

営業外収益

受取利息 43

未払配当金除斥益 340

助成金収入 500

その他 114

営業外収益合計 998

経常利益 1,243,017

税金等調整前当期純利益 1,243,017

法人税、住民税及び事業税 396,358

法人税等調整額 △15,456

法人税等合計 380,901

当期純利益 862,115

親会社株主に帰属する当期純利益 862,115

（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）
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（単位：千円）

当連結会計年度
（自　2021年10月１日

至　2022年９月30日）

当期純利益 862,115

包括利益 862,115

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 862,115

非支配株主に係る包括利益 －

（連結包括利益計算書）

- 7 -

㈱情報企画（3712）2022年９月期　決算短信



（単位：千円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 326,625 365,175 5,161,820 △764,627 5,088,992

会計方針の変更による累積
的影響額

7,129 7,129

会計方針の変更を反映した当
期首残高

326,625 365,175 5,168,950 △764,627 5,096,122

当期変動額

剰余金の配当 △301,467 △301,467

親会社株主に帰属する当期
純利益

862,115 862,115

自己株式の取得 △192 △192

当期変動額合計 － － 560,647 △192 560,455

当期末残高 326,625 365,175 5,729,597 △764,819 5,656,578

純資産合計

当期首残高 5,088,992

会計方針の変更による累積
的影響額

7,129

会計方針の変更を反映した当
期首残高

5,096,122

当期変動額

剰余金の配当 △301,467

親会社株主に帰属する当期
純利益

862,115

自己株式の取得 △192

当期変動額合計 560,455

当期末残高 5,656,578

（３）連結株主資本等変動計算書

当連結会計年度（自　2021年10月１日　至　2022年９月30日）
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（単位：千円）

当連結会計年度
（自　2021年10月１日

至　2022年９月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 1,243,017

減価償却費 70,291

賞与引当金の増減額（△は減少） △7,631

製品保証引当金の増減額（△は減少） △759

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 17,306

受取利息及び受取配当金 △43

助成金収入 △500

売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） 244,836

棚卸資産の増減額（△は増加） △8,137

その他の流動資産の増減額（△は増加） 661

仕入債務の増減額（△は減少） 8,743

未払金の増減額（△は減少） △2,836

未払消費税等の増減額（△は減少） △27,730

契約負債の増減額（△は減少） 36,754

その他の流動負債の増減額（△は減少） △152

その他の固定負債の増減額（△は減少） △3,475

小計 1,570,344

利息及び配当金の受取額 43

助成金の受取額 500

法人税等の支払額 △394,799

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,176,088

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △16,933

無形固定資産の取得による支出 △9,095

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
△41,872

差入保証金の回収による収入 4,524

差入保証金の差入による支出 △9,637

投資活動によるキャッシュ・フロー △73,015

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △192

配当金の支払額 △301,633

財務活動によるキャッシュ・フロー △301,826

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 801,246

現金及び現金同等物の期首残高 2,459,377

現金及び現金同等物の期末残高 3,260,623

（４）連結キャッシュ・フロー計算書
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等

を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービス

と交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしています。これにより、受注制作のソフトウェアに係

る開発案件は、開発の進捗部分について成果の確実性が認められる場合（工期がごく短期間のもの等を除く）には工

事進行基準を、この要件を満たさない場合は工事完成基準を適用しておりましたが、一定の期間にわたり充足される

履行義務は、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識し、一時点

で充足される履行義務は、履行義務を充足した時点で収益を認識することとしております。なお、契約における開始

日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い開発案件等については、完全に履行義務を

充足した時点で収益を認識する代替的な取扱いを適用しております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会計年度の期首の

利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

　この結果、当連結会計年度の売上高は1,401千円減少し、売上原価は1,376千円減少しており、営業利益、経常利

益、税金等調整前当期純利益はそれぞれ24千円減少しております。また利益剰余金の当期首残高は7,129千円増加し

ております。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）

等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準

第10号　2019年７月４日）第44-２項の定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方

針を、将来にわたって適用することとしております。なお、連結財務諸表に与える影響はありません。

（セグメント情報等）

１．報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、

当社取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているも

のであります。

当社グループは、「システム事業」と「不動産賃貸事業」を行っております。システム事業は、主に銀行、

信用金庫、信用組合等の金融機関を対象にした業務支援システムの企画、開発、販売を行うほか、販売したシ

ステムの保守、データメンテナンス及び代行入力を行っております。不動産賃貸事業は、不動産の賃貸及び管

理を行っております。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、連結財務諸表作成において採用している会計処理の方

法と同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。
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（単位：千円）

報告セグメント

調整額（注）
連結財務諸表

計上額システム事業
不動産賃貸事

業
計

売上高

システムインテグレーション売上 1,979,747 － 1,979,747 － 1,979,747

システムサポート売上 1,064,244 － 1,064,244 － 1,064,244

顧客との契約から生じる収益 3,043,991 － 3,043,991 － 3,043,991

その他の収益 － 186,945 186,945 － 186,945

外部顧客への売上高 3,043,991 186,945 3,230,937 － 3,230,937

セグメント間の

内部売上高又は振替高
－ － － － －

計 3,043,991 186,945 3,230,937 － 3,230,937

セグメント利益 1,164,422 77,596 1,242,018 － 1,242,018

セグメント資産 1,378,963 2,583,316 3,962,280 3,170,408 7,132,688

その他の項目

減価償却費 21,631 48,659 70,291 － 70,291

有形固定資産及び

無形固定資産の増加額
42,495 － 42,495 － 42,495

（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

信組情報サービス㈱ 369,920 システム事業

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報

当連結会計年度（自　2021年10月１日　至　2022年９月30日）

（注）１．セグメント資産の調整額は、各報告セグメントに帰属しない現金及び預金であります。

２．各報告セグメントにおける利益は、営業利益を使用しております。

３．その他の収益は、「リース取引に関する会計基準」の範囲に含まれる不動産賃貸収入であります。

４．報告セグメントの変更等に関する事項

「注記事項（会計方針の変更）（収益認識に関する会計基準等の適用）」に記載のとおり、当連結会計年度

の期首から収益認識会計基準等を適用し、収益認識に関する会計処理方法を変更したため、事業セグメントの

利益または損失の算定方法を同様に変更しております。

当該変更により、従来の方法に比べて、当連結会計年度の「システム事業」の売上高は1,401千円減少し、

セグメントの利益は24千円減少しております。

【関連情報】

当連結会計年度（自　2021年10月１日　至　2022年９月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

(1)売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(2)有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３．主要な顧客ごとの情報

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。
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【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

当連結会計年度末に、株式会社ダンクの株式を取得したことにより、のれんが92,810千円発生しております。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。

当連結会計年度
（自　2021年10月１日

至　2022年９月30日）

１株当たり純資産額 1,688.74円

１株当たり当期純利益 257.38円

当連結会計年度
（2022年９月30日）

純資産の部の合計額（千円） 5,656,578

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 5,656,578

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普

通株式の数（株）
3,349,591

当連結会計年度
（2022年９月30日）

親会社株主に帰属する当期純利益（千円） 862,115

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益

（千円）
862,115

普通株式の期中平均株式数（株） 3,349,622

（１株当たり情報）

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

３．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
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吸収分割契約承認取締役会 2022年11月８日

吸収分割契約締結 2022年11月８日

吸収分割契約承認定時株主総会 2022年12月22日（予定）

吸収分割効力発生日 2023年１月１日（予定）

分割会社 承継会社

（1）名称 株式会社情報企画 株式会社アイピーサポート

（2）所在地 大阪市中央区安土町二丁目３番13号 大阪市西区阿波座一丁目15番15号

（3）代表者の役職・氏名 代表取締役　　松岡　勇佑 代表取締役　　松岡　仁史

（4）事業内容
システムコンサルティング・企画・

開発・販売、不動産賃貸・管理

不動産管理

（5）資本金 326,625千円 10,000千円

（6）設立年月日 1986年10月 2012年11月

（7）発行済株式数 4,090,000株 200株

（重要な後発事象）

会社分割について

当社は、2022年11月８日開催の取締役会において、当社の不動産賃貸事業（以下、「本事業」といいます。）を会

社分割により、当社の完全子会社である株式会社アイピーサポート（以下、「承継会社」といいます。）に承継させ

ることを決議し、同日付で同社と吸収分割契約を締結いたしました。なお、会社分割の効力発生については、2022年

12月22日開催予定の当社定時株主総会において関連議案が承認可決されることが条件となります。また、本会社分割

は当社の完全子会社へ事業部門を承継させる会社分割であるため、開示事項・内容の一部を省略して開示しておりま

す。

１．本会社分割の目的

当社は、2012年11月に承継会社を設立し、当社の資産の活用及び管理業務として本事業を展開し、グループ全体

の業容拡大を図ってまいりました。今般、本事業の運営を機動的に行い業務の効率化を図ることを目的に、本事業

を承継会社に承継させるものであります。

本会社分割により、当社グループの安定した収益基盤の構築と、各事業の成長基盤の強化につながるものと判断

しております。

２．本会社分割の要旨

（１）本会社分割の日程

（２）本会社分割の方式

当社を分割会社とし、吸収分割により承継会社に承継いたします。

（３）本会社分割に係る割当の内容

承継会社は当社に対し、本会社分割に際し普通株式29,234株を交付いたします。

（４）本会社分割に伴う新株予約券及び新株予約権付社債に関する取扱い

該当事項はありません。

（５）本会社分割により増減する資本金

当社の資本金の増減はありません。

（６）承継会社が承継する権利義務

承継会社は、効力発生日において、本事業に関する資産、負債、契約その他の権利義務を吸収分割契約書に

定める範囲において、当社から承継いたします。

（７）債務履行の見込み

本会社分割の効力発生日以降において、当社が負担すべき債務については、履行の見込みに問題はないもの

と判断しております。

３．本会社分割の当事会社の概要（2022年９月30日現在）
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分割会社 承継会社

（8）決算期 ９月30日 ９月30日

（9）大株主及び持分比率 松岡　仁史

有限会社サポート

情報企画従業員持株会

光通信株式会社

BBH FOR FIDELITY LOW-

PRICED STOCK FUND

23.8％

9.7％

5.5％

5.2％

3.6％

株式会社情報企画 100.0％

（10）直前事業年度の財政状態及び経営成績

2022年９月期（単体） 2022年９月期（単体）

純資産 5,673,877千円 18,582千円

総資産 7,044,685千円 19,006千円

１株当たり純資産額 1,693.90円 92,914.81円

売上高 3,230,937千円 4,392千円

営業利益 1,266,938千円 145千円

経常利益 1,267,936千円 145千円

当期純利益 879,414千円 39千円

１株当たり当期純利益 262.54円 196.04円

売上高 186,945千円

営業利益 77,596千円

資産 負債

流動資産 200,000千円 流動負債 10,445千円

固定資産 2,592,512千円 固定負債 65,767千円

合計 2,792,512千円 合計 76,212千円

分割会社 承継会社

（1）名称 株式会社情報企画 株式会社アイピーサポート

（2）所在地 大阪市中央区安土町二丁目３番13号 大阪市西区阿波座一丁目15番15号

（3）代表者の役職・氏名 代表取締役　　松岡　勇佑 代表取締役　　松岡　仁史

（4）事業内容
システムコンサルティング・企画・

開発・販売

不動産賃貸・管理

（5）資本金 326,625千円 10,000千円

（6）決算期 ９月30日 ９月30日

４．分割する事業部門の概要

（１）分割する部門の事業内容

不動産賃貸事業

（２）分割する部門の経営成績（2022年９月期）

（３）分割する資産、負債の項目及び金額

※上記金額は2022年９月末時点の貸借対照表を基準として算定しているため、実際に承継される金額

は、上記金額に効力発生日までの増減を調整した数値となります。

５．本会社分割後の状況（2023年１月１日現在（予定））

６．実施する会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 2019年１月16日）及び「企業連結会計基準及び事業分離

会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 2019年１月16日）に基づき、共通支配下の取引とし

て会計処理を行う予定であります。
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